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第 1節

昇給率の最低保障の労使協定

	 1 	 労使協定の趣旨

給与（賃金）は、社員とその家族の生活を支える重要な労働条件で
す。このため、どの労働組合も昇給に最大の力を注いでいます。
昇給の方法には、
・毎年 1回定期的に行う
・随時行う
の 2つがあります。いずれを採用するかは、それぞれの会社の自由で
すが、
・ 4月から新しい年度が始まる
・ 4月に新入社員が入社する
などの理由から、多くの会社が毎年 4月に昇給を行っています。
「組合員の生活を守る」という労働組合の立場からすると、 4月の
定期昇給において一定率以上の昇給が行われるのが望ましいといえま
す。そこで組合は会社に対して定期昇給における昇給率（あるいは、
昇給額）の最低保障を要求します。
組合から昇給率の最低保障の要求が出されたときは、誠実に対応す
べきです。
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	 2 	 協定の内容

⑴　保障の方法

保障の方法には、図表に示すようなものがあります。保障の方法を
協定します。

図表　昇給の最低保障の方法
例

昇給率方式 給与の最低 2％昇給を保障する

昇給額方式 月額最低3,000円の昇給を保障する

昇給率・額併用方式 給与の最低 1％＋1,000円昇給を保障する

その他
給与が一定額以下の者に限定して一定率以上の昇給
を保障する

⑵　保障の内容

昇給率方式を選択したときは、保障の率を協定します。昇給額方式
を選択したときは、保障の額を協定します。

	 3 	 労使協定例
○○年○○月○○日

○○株式会社取締役社長○○○○

○○労働組合執行委員長○○○○

昇給率に関する労使協定昇給率に関する労使協定

○○株式会社（以下、「会社」という。）と○○労働組合（以下、

「組合」という。）は、定期昇給における昇給率の最低保障について、
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次のとおり協定する。

会社は、 4月の定期昇給において、すべての組合員の昇給率を 1％

以上とすることを保障する。ただし、次に掲げる者は、この限りでは

ない。

①　昇給の算定期間における出勤率（所定勤務日数に対する勤務日

数の割合）が50％以下の者

②　昇給の算定期間において懲戒処分を受けた者

本協定の有効期間は、○○年○○月○○日から 1年とする。ただ

し、会社または組合が有効期間満了の 2ヶ月前までに、相手方に対し

て異議を唱えないときは、さらに 1年有効とし、以後も同様とする。

� 以上
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第 2節

昇給率の格差制限の労使協定

	 1 	 労使協定の趣旨

労働組合の行動理念の 1つは「平等」です。労働条件が全組合員に
ついて平等でないと、組合員の結束を維持することができないからで
す。結束が維持されないと、組合運動を強力に展開していくことがで
きません。
これを昇給についていえば、昇給率が全組合員について平等である
ことが必要です。ある組合員の昇給率が 1％にも達しないというの
に、ある組合員の昇給率は10％を超えるという状態は、組合にとって
好ましいことではありません。
昇給における平等性の確保という観点から、組合から昇給率の格差
制限について要求が出されることがあります。要求が出されたとき
は、誠実に対応することが必要です。

	 2 	 協定の内容

定期昇給における最高の昇給率と最低の昇給率との格差の上限を協
定します。格差の上限は数値で具体的に示すことが必要です。「格差
はできる限り小さくするように努める」というような抽象的な表現で
は組合は納得しないでしょう。


